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縮小社会において科学技術は自由民主主義の持続を可能とするのか？ 
 

山本 達也（清泉女子大学） 

 

1．「グローバル化の逆流」と「分断される世界」 
・ポスト・グローバル化時代の到来が意味すること 

Ø ピーク・オイル論から考えるグローバル化論への示唆 

Ø 「ヒト・モノ・カネ・情報」の国境を越えた往来の活性化を可能とする要件 

Ø 金融の崩壊、経済の崩壊、そして「政治の崩壊」と連鎖は続くのか 

cf.）『崩壊 5段階説』 

・「統合」から「分断」の時代へ 

Ø イギリスの EUからの離脱が象徴すること（統合の EUから分裂の EUへ？） 

Ø イタリアが後に続くのか？ 

Ø 地域独立運動の流れ（スペインのカタルーニャ、バスク、イギリスのスコットラン
ド、カレグジット（Calexit）から 3分割案へ） 

Ø トランプ大統領の「アメリカ・ファースト主義」が自由貿易体制に与える影響 

 

2．「民主化」の時代から、「権威主義体制化」の時代へ 
・「民主主義の不況」論と、「民主主義の脱定着」論 

Ø フリーダムハウスの指標が示す「民主主義の不況」論（Larry Diamond） 

Ø 世界価値観調査の結果が示す「民主主義の脱定着」論（Yascha Mounk） 

・民主主義の定着と脱定着 

Ø 政治学の想定してきた「移行（transition）→定着（consolidation）→変容（change）」 

Ø 「街で唯一のルール」（the only game in town）となった国で起きていることの衝撃 

・世界価値観調査の結果から 

Ø 世代ごとに見た民主主義国に暮らすことが「必要不可欠」だと考える人の割合 

Ø 民主主義的な政治システムによって国を統治することを「悪い」ないしは「非常に
悪い」と評価する人の年齢集団別の割合 

Ø 「選挙を気にすることのないような強いリーダー」を望む市民の割合の変化 

・民主化の第 3の波（Samuel Huntington）時代の終焉と、権威主義体制化の時代の到来 

 

3．権威主義体制化を促す要因 
・経済的側面からの考察 

Ø 税金（課税）から債務（国債による資金調達）へとシフトし、景気刺激を行うが、
経済成長のペースよりも国債の債務残高を増やすペースの方が大きい。 
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Ø また、この「見かけ上の好景気」によって恩恵を被っているのは富裕層で、経済格
差は増大する一方（アメリカの場合、この 30年間でトップ 1％の所得が国民所得
に占める割合が倍増したが、下から 60％の所得は横ばい）。 

Ø 中間層の消失と経済格差、取り残される人々 

Ø 「取り残された人」をすくい取る既存政党がないという不満 

Ø 緊縮財政 vs.反緊縮財政という対立軸。市場経済の拡大に対する民衆の反発。 

・文化的側面からの考察 

Ø 伝統的な左右軸による経済問題が投票に与える影響は低下しており、ジェンダー、

人種、環境などの非経済領域の問題が重要性を持つようになってきている（Ronald 

Inglehart and Pippa Norris） 

Ø アメリカのティーパーティの中核的インセンティブは経済ではなく文化領域にあっ
たとする指摘（Theda Skocpol and Vanessa Williamson） 

・政治的側面からの考察 

Ø ポピュリズムの興隆とポピュリズムから権威主義体制化への道筋（右傾化の欧州） 

Ø ミュラー（Jan-Werner Muller）によるポピュリズムの定義 

エリート批判は必要条件ではあるが十分条件ではなく、ポピュリストは、反エリー

ト主義者であることに加えて、常に反多元主義者である。反多元主義者であるとい
うことの意味は、自分たちが、それも自分たちだけが、人民を代表するのだと主張
するのがポピュリストの特徴であり、定義である。ポピュリストは、「われわれは
99％だ」と主張することはなく、「われわれは 100％だ」と仄めかす。多元主義と承
認を必要とすることで成り立っている民主主義にとってポピュリズムが脅威になる
のは、それが排他的な性格を有しているためである。 

 

4．「アラブの春」以降のインターネットと民主主義 
・ソーシャルメディアへの評価を一転させた「革命 2.0」（revolution 2.0）の名付け親であ
るゴネイム（Wael Ghonim） 

Ø 2011年（ムバーラク辞任直後）「もし社会の自由化を望むならば、インターネット
がその役割を果たしてくれる」 

Ø 5年後の 2016年「もし社会の自由化を望むのであれば、まずはインターネットを
自由にする必要があると信じている」 

・情報通信技術は「本当に」代議制民主主義を補完し得るツールなのかという疑念。カウ
ンターデモクラシーは民主主義の「質」を向上させるのか？逆に、より問題を複雑化させ

ていないだろうか？ 
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問題点①：正統な政治制度の外側からのある種「拒否権」発動手段としての政治的抗議
運動。「拒否権」行使後は、雲散霧消。「壊すのは得意」でも「作り上げる」ことは苦
手？ 

問題点②：ソーシャルメディア時代だからこその「分断」の増長（フィルターバブルと
集団極化の問題）。政治的議論の「深化」には、むしろ有害ではないかという懸念。 

・ソーシャルメディアへの否定的見解の 2つの潮流 

① 「健全な討議」を行う場としてソーシャルメディアは機能できていない 

② 本当にソーシャルメディアは、「政府 vs.民衆」の関係を逆転したのかという疑念 

・1つの契機としてのスノーデン（Edward Snowden）による内部告発 

→治安の維持および安全保障の確保のためには、司法傍受では十分でなく行政傍受、政
府によるインターネット上の監視（surveillance）が必要だという議論とプライバシーの
保護に代表される民主主義的価値との相克 

・「反テロ法」および類似する法案の成立 

・ソーシャルメディアは民主主義を促進させるのか、それとも「抑圧の道具」となってい
るのか（Espen Geelmuyden Rod, et.al.） 

 

5．ポスト・イージーオイル時代における民主主義の困難さ 
・拡大するパイの配分の政治と、縮小するパイの配分の政治 

Ø 「決定」は政治の本質の一つ 

Ø 成長期における政治的決定では、「win-win」の創出は可能 

Ø 縮小期における政治的決定で、「win-win」をとるには限界がある 

（誰から奪うのか？という話。マイノリティからが最も奪いやすい。ポピュリズム
が権威主義体制化する素地がここにある？） 

・政治の時間と、エネルギーシフトないしは文明論的転換に要する時間との乖離 

Ø 衆議院議員の任期は 4年であり、参議院議員の任期は 6年。 

Ø エネルギーシフトは、木材→石炭が約 70年で、石炭→石油が約 100年。 

・国家レベルの民主主義と地域レベルの民主主義 

Ø 近代的国民国家を維持することへの困難さが年々増すような状況？ 

Ø 中央主権的統治には「エネルギー」が必要 

Ø ダウンサイジングの先に希望はあるのか？ 

Ø あらゆる意味で「足下を固める」ことの重要性 

（生物としての人間が、この有限な地球で生きていくということの意味とは？） 
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